
 

参 考 

地方公共団体が、今後クラウドの導入を検討するにあたり有益と考えられる参考

情報として、海外の政府・自治体や国内の民間企業におけるクラウドの利用事例や、

クラウドの実現を支える最新の技術動向について紹介する。 

 

 

別添 
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参考１ 海外及び国内の取組事例 

クラウドには、迅速にサービスを立ち上げられる、運用コストを低く抑えるこ

とができるなどの特徴があり、海外の政府・自治体や国内の民間企業においても、

有効に活用されている事例がある。 

ここでは、そうしたクラウドのメリットを活かし、業務の効率化やコストの削

減、住民サービスの向上、災害時の迅速な被災地支援などを実現している取組事

例を紹介する。 

１.１ 海外の自治体等によるクラウドの導入事例 

（１） 米国ミシガン州自治体連合 

a) 概要 

ミシガン州自治体連合は、７つの地域から構成される自治体連合であ

り、対象地域の市町村において快適な住環境整備・維持するため設置さ

れた、ミシガン州における独自組織である。同団体では、次のクラウド

が活用されている。 

 クラウドの種類：セミ・プライベート 

 クラウドの階層：SaaS（アプリケーションとデータ共有） 

 対象業務：広範囲にまたがる住民向けサービス（税、上下水道、ご

み処理など） 

 

b) クラウド導入の背景 

従来は部門別のシステムで縦割りの運用であったため、部門間でもデ

ータ共有がなされず、大きな非効率が発生していた。 

予算を削減しながらサービスレベルを向上させる要請が高まる中で、

クラウドコンピューティングを活用して、莫大な投資をすることなく住

民サービス向上に資するパッケージを効率的に導入し、市町村業務の先

進的なフレームワークをミシガン州内の市町村に展開している。 

c) クラウド導入結果 

自治体内部の複数の部門間（裁判所、税、警察、水道、ごみ処理など）

でデータを共有し、分析を行うことによって、これまでは公開・共有さ

れていなかった業務効率や生産性などの指標を市町村間で比較すること

が可能になった。また、ベストプラクティスが市町村間で共有され、州

内の各自治体に展開されるようになっている。 

具体的には、次のような導入効果が得られたとされている。 

 パイロットプロジェクトにより、市町村、郡、州のレベルで、情報

共有や部門間コラボレーションに対する興味が高まった。 

 クラウドのプラットフォーム上で、アプリケーションとデータを共
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有することによるコスト削減と効率性の向上が実現された。 

 セキュリティとプライバシーを両立しながら、市民が直接データに

アクセスできるようになった。 

 

（参考：IBM「Michigan Municipal League」 

＜http://www-01.ibm.com/software/success/cssdb.nsf/CS/KJON-8KD

RF9?OpenDocument&Site=corp&cty=en_us＞） 

 

（２） 米国ニューヨーク州首長連合会 

a) 概要 

ニューヨーク州首長連合会はニューヨーク州にある 590 にも上る市

町村で構成され、7000人あまりの地方公務員が所属する組織である。同

団体では、次のクラウドが活用されている。 

 クラウドの種類：セミ・プライベート 

 クラウドの階層：SaaS（アプリケーションとデータ共有） 

 対象業務：広範囲にまたがる住民向けサービス（財務会計、収納・

滞納管理など） 

b) クラウド導入の背景 

州全体で約 2,000万人の住民向けサービスを提供しており、コスト削

減とサービス向上、効率性の向上を同時に求められる要請が強い。一方、

州内の各自治体は、微妙な違いがあるが同じようなオペレーションを行

っており、自治体の内部や自治体間でバラバラな縦割りのデータとシス

テムが散在していた。各自治体は、自治体内部や部門間で情報を共有し、

無駄な管理コストを削減し、セキュリティとコスト効率の高いデータ統

合による価値を住民に提供しようと模索していた。 

c) クラウド導入結果 

クラウドコンピューティングを活用することにより、手作業の業務を

削減し、行政サービスにおけるコスト削減と効率化、迅速なレスポンス

が実現された。低コストで柔軟かつ安全なプラットフォームを提供する

ことにより、市町村はネット経由でのサービスを簡単に提供することが

可能となり、各部門のオペレーションを管理し連携させることが容易に

なった。またクラウド化によって、市町村間、部門間、アプリケーショ

ン間でデータが統合化・共有化されることとなり、各自治体は他の自治

体と自身を比較することができる基準を得て、上下水道の管理やエネル

ギー管理のベストプラクティスを共有することが可能となった。このよ

うな先進的な分析を適用することにより、行政サービスの生産性や透明

性について、今までにない知見が提供されている。 

また、コスト削減については、以下のような効果があったとしている。 

 一般的なコスト削減効果は、初年度に 8,000$(約 64万円、80円/$換

算）、2 年目以降には年間 19,000$（約 160 万円、80 円/$換算）と
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推計されている。 

 ある小さな自治体では、税関連システムや財務会計系アプリケーシ

ョンを統合することにより、初年度に年間19,000ドル（約160万円、

80円/$換算）のコスト削減効果が得られている。 

 

（参考：IBM「New York Conference of Mayors」 

＜http://www-01.ibm.com/software/success/cssdb.nsf/CS/K

JON-8KASTD?OpenDocument&Site=corp&cty=en_us＞） 

 

（３） 米国アイオワ州ダビューク市 

a) 概要 

ダビューク市は、アイオワ州に位置する人口 6万人の都市であり、自

然に恵まれ 2008 年には「全米で住みやすい小都市 No1」に選ばれてい

る市である。 

同市では、次のクラウドが活用されている。 

 クラウドの種類：セミ・プライベート 

 クラウドの階層：SaaS（アプリケーションとデータ共有） 

 対象業務：上下水道管理、エネルギー管理などのスマートシティー

関連 

 

b) クラウド導入の背景 

ダビューク市は、市の方針として環境への影響を最小化する都市とな

ることを宣言したが、住民向けのサービスレベルを落とすことはできず、

その両立に悩んでいた。特に、上下水道に関するコストを削減するにあ

たり、水資源の消費状況やどこにどのような資源が投入されているかを

把握する情報が整備されていなかったため、「環境都市」を実現する具

体的な方法が見当たらなかった。 

c) クラウド導入結果 

そこで、プロトタイプとして市民の水消費量をリアルタイムにモニタ

ーするシステムをクラウド上に構築した。スマートメーターからのデー

タが 15 分間隔で集約され、市の政策や天候などによって市民の水消費

量がどのように変化するかなどの行動パターンが、地図データと連携し

てマッピングされ、クラウドシステム上において、年齢・性別・世帯別

などで分析されるようになった。分析結果は即座に各市民にフィードバ

ックされ、水漏れの可能性や賢い消費方法に関する情報が提供されるよ

うになった。 

具体的には、以下のような導入効果があったとされている。 

 パイロットプロジェクトは、151世帯で 9週間実施され、8.9万ガロ

ン（6.6%）の水消費量が削減された。 
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 これをダビューク市全体の23,000世帯に展開したとして試算すると、

6,500万ガロン、19万$（約 1600万円、80円/$換算）の削減効果と

なる。 

 市民による水漏れの発見率は、0.98%から 8%へと 8 倍以上に増加し

た。 

 

（参考：IBM「City of Dubuque, Iowa」 

＜http://www-01.ibm.com/software/success/cssdb.nsf/CS/KJON-8M

QUD3?OpenDocument&Site=corp&cty=en_us＞） 
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１.２ 海外の政府等によるクラウドの導入事例 

（１） 米国 国土安全保障省 

a) 概要 

米国の税関・国境警備局（Customs & Border Protection）は、

米国の税関や国境警備を担当する、米国国土安全保障省の一部門である。

同局では、入国・入管処理のため、従来乱立していたシステム群をプラ

イベートクラウド環境へ移行し、アプリケーションの統合及びシステム

基盤の集約を行うことにより、コスト削減と処理の効率化を実現してい

る。 

 

b) クラウド導入の背景 

税関・国境警備局では税関・国境における入国、入管処理のため、シ

ステムにて大量のデータ処理を行っていた。 

米国国土安全保障省は、2001 年に発生したアメリカ同時多発テロの

後、急きょ安全保障にかかわる米国内機関（司法・財務・農務・外務・

国防総省、国家安全保障省などの 22 もの組織）が統合されて発足した

という経緯から、旧機関で個別最適化されていたシステム群が乱立して

いた。そのシステムは 120ラックに及び、46PB（ペタバイト：1PBは

1,000TB（テラバイト））のデータ処理をおこなっていた。 

そのため、乱立していたシステム群の統合及び大量のデータ処理にお

ける処理速度の向上が課題となっていた。 

c) クラウド導入結果 

これらの乱立していたシステム群をプライベートクラウド環境へ移

行したが、そのシステム構築期間はわずか一週間であった。 

また、次のような導入効果が得られたとされている。 

 システムコストの削減（120 ラックあったシステムを、15 ラックに

統合） 

 処理速度の向上（従来のシステム比平均 10倍の性能を実現。バッチ

処理に関しては 77倍の性能を実現） 

 

なお米国国土安全保障省では、システムの品質を保ちながらコストを

削減させるための指針のひとつとして、システムのアーキテクチャを刷

新し、クラウド技術を用いることを方向性として掲げている。今回のプ

ライベートクラウド構築は、その活動の一環として実施されたものであ

る。 
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（２） 米国赤十字社 

a) 概要 

米国で 2005年 8月に発生したハリケーン・カトリーナは、アラバマ

州、ミシシッピ州、ルイジアナ州などを中心にアメリカ合衆国南東部に

甚大な被害をもたらした。 

米国赤十字社は、被災地におけるボランティア支援システムをクラウ

ドで即時に立ち上げ、事案管理並びに義捐金管理など現地支援を迅速に

実現した。 

b) クラウド導入の背景 

ハリケーン・カトリーナによる被災地の早期支援が求められている中、

現地では全米や世界各地からの支援が集中し、統制が取りにくくなって

いた。そこで被災地において被災者関連情報を効率的に管理し、適切な

サービス支援を実現するシステムを早期に構築する必要があった。 

c) クラウド導入結果 

民間企業のクラウドサービスにより、サーバ調達、構築をすることな

く、すべてクラウドサービスで必要な機能を構築しており、以下のよう

な導入効果があったとされている。 

 災害の緊急時における早期システムの立ち上げ 

 システム処理の高速化によるサービス支援の円滑化 

 義捐金・支援物資の平等な分配 

 

（３） オーストラリア・ビクトリア州政府厚生省 

a) 概要 

オーストラリア・ビクトリア州において、2009 年 2 月から 3 月にか

けて発生した大規模な森林火災では、4,500km²以上が焼失し、173人が

死亡、400人以上が負傷するという甚大な被害がもたらされた。 

同州政府厚生省は、被災地におけるボランティア支援システムをクラ

ウドで構築した。そして復興支援ボランティアの情報を集約し、基金・

義捐金の分配を決定するシステムをクラウドで立ち上げた。 

b) クラウド導入の背景 

ボランティア消防職員 58,000 人を筆頭に各地・世界各国より支援が

集中し、混乱する中、現地で効率的に被災者関連情報を管理できるシス

テムを必要とした。 

c) クラウド導入結果 

民間企業のクラウドサービスにより、サーバ調達、構築をすることな

く、すべてクラウドサービスで必要な機能を構築しており、以下のよう

な導入効果があったとされている。 
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 3日間でシステムをリリース 

 4週間後には 4,000件の被災情報を集約 

 

１.３ 国内の民間企業等における事例 

（１） 福井大学医学部付属病院 

a) 概要 

地方公共団体におけるクラウドの活用については、セキュリティの懸

念を指摘する声もある。 

この点、福井大学医学部付属病院では、非常に機微な個人情報である

医療情報に関して、デスクトップ仮想といったクラウド（「２.３ クラ

ウドを活用したデスクトップ仮想化技術」で詳しく説明）を活用した新

医療システムを構築することにより、運用管理やユーザー利便性の向上、

セキュリティ強化を実現している。 

b) クラウド導入の背景 

医師や看護師は病院内で頻繁に移動するため、モビリティが要求され

ている。 

そこで、医師らがどこからでも患者の情報にアクセスできるような環

境を構築するため、下記のような要件を満たすデスクトップ仮想を活用

した新医療システムが導入された。 

 セキュリティの強化 

 MAC PC、iPadなど多様なデバイスへのサポート 

 多様な個別医療アプリシステムによる運用負荷・コスト増に対する

対策 

c) クラウド導入結果 

新医療システムにより、各部屋に設置されたPCから、医師が必要な

折に都度アクセスして、患者の電子カルテを引き出せるような環境を構

築した。 

このシステムにより、以下の導入効果があったとされている。 

 セキュリティ向上と管理負荷削減 

 MAC PC、iPad活用によるユーザー及び顧客満足度の向上 

 サーバ側一括管理による更新や運用の効率化 

 

特にデスクトップ・クラウドにより、医療情報が端末側に残らないた

め、情報漏えい等のセキュリティに対する懸念が少なくなったことが主

な導入効果の一つである。このように、セキュリティの強化を実現した

事例であるが、一方でまた重要な情報へのアクセス権をしっかりと限定

することで、権限のない者が情報を持ち出せないような仕組みを実現す

ることも重要である。  
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（２） 株式会社千趣社 

a) 概要 

通信販売を手がける株式会社千趣社は、キャンペーンなどのアクセス

集中時に、従来ではシステムダウンを避けるために一定量を超えた場合

にアクセス制限をかけていたが、IaaS型のクラウドサービスを活用する

ことにより、IT資源を自動増加するなど最適化を行うようにすることで、

ビジネスチャンスを逃すことなく、顧客サービスの向上を実現している。 

地方公共団体におけるクラウド導入の検討にあたっても、住民サービ

スにおいて急激にアクセスが集中する処理については、こうした IT資源

の有効活用という視点が有益と考えられる。 

b) クラウド導入の背景 

同社では、変動の激しい顧客情報の管理のため、次のような対応を可

能とするシステムが要請されていた。 

 伸び続けるオンライン・ショッピングサイトに対するアクセスへの

対応 

 季節変動性が高いビジネス・トランザクションへの対応 

 キャンペーン時などの高アクセスへの対応 

 トランザクションに合わせたインフラ投資と運用コストの最適化 

c) クラウド導入結果 

クラウドを用いてCPU需要に応じたリソース提供と従量制課金を行

うことで、余剰となった IT資源量を抑えることが可能になった。さらに、

急な利用量の増加や資源追加が必要な場合に迅速な対応ができるように

なっている。効果としては以下のようなものが得られたとされている。 

 IT コストの最適化（3年間で 20%の削減） 

 ピーク時もアクセス制御不要となり顧客を獲得  

 ミラーリング構成によるサービスレベルの向上 

 

（３） 放送業界向けクラウド 

a) 概要 

日本で初めてとなる放送業界向けのクラウドコンピューティング環

境の構築が、平成 23 年 4 月から開始されている。同システム環境にお

いては、放送業者系列加盟の 23 社がテレビ局の基幹業務である番組編

成・広報から営業・放送関連業務向けのシステムを共同利用しているほ

か、系列加盟 28 社を結び、ニュース速報やアーカイブなどのデータ及

びメール等の情報サービスをクラウドで共有活用している。 

地方公共団体におけるクラウド導入の検討においても、徐々に利用の

拡大が見込まれるサービスについては過剰投資が発生するリスクを低減

する手段として、拡張性が確保されたクラウドでのシステム導入は選択

肢となる。 
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b) クラウド導入の背景 

放送業界では、基幹業務である番組の編成・広報から営業などの業務

処理のためのシステムを利用しているが、放送業界におけるデジタル化

への対応で、新規システムへの投資負担が増えたことによるコスト削減

ニーズが高まったことに加えて、報道という業態の性格上、過去の番組

アーカイブなどに対する突発的な需要発生における対応へのニーズが大

きくなっていた。 

c) クラウド導入結果 

新たに構築するクラウドサービス環境は、データセンターにおいてC

PUやメモリなどの IT資源を仮想化した上で、ネットワーク経由で従量

課金制にて提供するサービスで、業務量の増加に応じて、設定した基本

使用量の最大4倍まで自動的にIT資源を増加することができるようにな

る。 

従量課金制のクラウドサービスを利用することにより、サービス利用

者は初期投資負担を軽減できることに加え、自前で構築する場合に比べ

て構築・運用コストを約 20％低減できると見込まれている。 

平成 25 年度以降、このクラウド環境をフジネットワーク系列以外の

放送局や一般企業各社にも開放し、サービスを展開していく予定として

いる。 
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参考２ クラウドに求められる仮想化技術 

２.１ サーバの仮想化技術 

クラウド環境下で求められるサーバ仮想化技術につき、コストパフォ

ーマンス、信頼性、運用管理性の 3つの観点から述べる。 

（１） コストパフォーマンスの向上 

仮想化を利用したサーバ統合をする上で、統合率はコスト削減効果に

直結する。つまり、高い統合率を確保することで１台のサーバ上で動作す

る仮想マシン数が増えるため、物理サーバの台数を削減することができる。

しかし一方で、端的に統合するだけでは必要とされるパフォーマンス要件

を満たすことができない恐れがある。そのため、統合後に必要なリソース

を必要な時に各仮想マシンに分配し、パフォーマンス要件をできる限り満

たすような仕組みが求められる。 

具体的には、コストパフォーマンス向上の観点から、以下のような点

に留意する必要がある。 

a) 統合率の向上 

より高い統合率で物理サーバを集約することで、サーバ台数、場所、

電気代、運用管理工数におけるコスト削減効果が期待できる。統合率を

向上するための仮想化機能として実装されるべきアーキテクチャには、

次のような要素がある。 

 

① CPU制御 

クラウド化すると、多くの仮想マシンと多くの仮想CPU（以降vC

PU）が利用されることから、仮想化基盤では待ち時間が生じないよ

う効率的なCPUの調整（スケジューリング）を行う必要がある。 

② メモリ制御 

CPU 同様にさまざまなシステムがさまざまな要件の元、メモリリ

ソースを必要とする。そのようなメモリ利用要求をこなすためには、

メモリを効率的に管理・利用するためのメモリ管理手法が実装されて

いる必要がある。 

③ I/O制御※1 

I/O 要件やシステム要件に応じて、多くの接続形態（FC、iSCSI、

NASなど）から選択できる必要がある。 

 

 

 

                                      
※1Ｉ/Ｏ制御とは、外部からコンピュータへデータを入力したり、コンピュータの内部データを外部へ出力した

りする操作のこと。 
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b) リソースの負荷分散 

クラウド基盤では、複数台のサーバリソースを活用し、リソース利用

要求に応じた効率的なリソース分配が求められる。具体的には、ホスト

で CPU やメモリ使用率が急増したことを検知して、リソースが空いて

いるホストに自動的に仮想マシンをオンライン移行出来るような機能が

要求される。この機能により、ホスト間の負荷が平準化され、最適なパ

フォーマンスが発揮出来る。また、優先度が最も高いアプリケーション

に優先的に ITリソースを動的に割り当てる機能が必要である。 

c) 消費電力量削減 

リソースプールとして扱われるサーバリソースは、利用状況によって

は常時必要とされるリソースではない場合がある。仮想化技術を利用す

ることで、リソース利用状況の低いサーバのスタンバイ化と、リソース

利用状況が高まった際の自動起動を行うことで、クラウド基盤全体の消

費電力量を削減することができる。 

 

（２） 信頼性の向上 

物理サーバを仮想化により統合することで、仮想化環境にリスクが集

中することが懸念される。集中したリスクに対応するためには、冗長性や

可用性を担保することが求められる。また、仮想化環境が複雑な構成にな

ってしまうと、運用管理コストが高くなってしまうため、仮想化環境は、

冗長性や可用性がシンプルかつ信頼性の高い方式で実装される必要があ

る。 

具体的には、以下のような技術の適用が求められる。 

 

a) 停止時間の短縮及び無停止運用 

サービスの停止時間をなるべく短くするためには、統合された仮想化

環境の障害監視及びフェールオーバー機能（障害時に代替システムが処

理を引き継ぐ機能）が、仮想化環境に実装されている必要がある。 

万が一の障害に備えて、サーバ、仮想マシン、ゲストOS内に実装さ

れたアプリケーションを障害監視対象とし、自動的に健全なシステムに

フェールオーバーすることで、サービス停止時間を短縮し、サービスレ

ベルを高めることができる。さらに、このフェールオーバー機能を利用

することで、保守作業に伴う停止時間を排除することもできる。 

 

また、更なるサービスレベルを確保する必要がある場合、サーバ及び

仮想マシンに障害が生じてもサービスが停止しない（フォールトトレラ

ント）要件が求められることもあるので、そのような機能を仮想化技術

として実装する必要がある。このような機能を実装していることで、よ

り多くのサービスを仮想化し、クラウド化を推進しやすくなる。 

b) 冗長化と負荷分散による通信経路の確保 
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仮想化環境下でデータ通信経路が途絶える、または、通信速度の劣化

により、多くのサービスに悪影響を及ぼす可能性がある。そのような事

態を避けるために、仮想化技術により Network（NIC）及びStorage

（FC、iSCSI、NAS）へのデータ通信経路の冗長化と負荷分散機能が

実装されている必要がある。 

 

（３） 運用管理性の向上 

仮想化環境では、多くの物理的なリソースを抽象化し利用することから、

十分な運用管理・監視体制が必要となる。それら仮想化技術、及び周辺技術

を実装することで、運用管理コストを抑制することもできる。 

具体的には、運用管理性の向上の観点から、以下のような点に留意する必

要がある。 

a) 仮想化環境の監視 

仮想化環境の健全性を維持するためには、リソースの利用傾向の把握

が重要である。 

利用傾向から現状分析及び将来予測を行うことで、利用傾向範囲外の

リソース利用（パフォーマンスやリソースの過不足予兆管理）や将来必

要とするリソース、または不要とするリソースの見極め（拡張又は縮小

の裏付け情報の取得）が可能である。また、仮想化環境全体を俯瞰し、

かつ詳細化していくことで、問題の原因について究明するための時間短

縮にも役立てることができる。 

b) 再構築性とアップデートの容易性 

サーバの故障や拡張の際に、新たに追加されるサーバへの仮想化ソフ

トウェアの導入作業や、仮想化ソフトウェアの更新（パッチ適用など）

作業は、運用中に必ず発生するものである。特にクラウド環境下で多く

のサーバを仮想化して利用している場合には、設定における人為的なミ

スの発生等により、多くの時間を費やすことが想定される。 

これらの作業を集中管理することで、ミスや時間を削減できるように

なる。従って、こうした更新や再構築を容易にするための機能が、仮想

化技術に実装されている必要がある。 

 

c) 災害対策 

リスクが集中する一方で、災害対策を一元的に適用しやすいのも仮想

化技術の特徴の一つである。 

具体的には、以下のようなメリットが考えられる。 

 

① リソースマッピング 

どの仮想マシンがどのリソースを利用するのかをあらかじめ設定

（リソースマッピング）しておくことで、災害時に仮想マシンがフェ

ールオーバーし、災害対策用サイト（災対サイト）で必要なリソース
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を利用して、本番サイト環境を再開することが可能となる。 

 

 
  図 リソースマッピングの例 

 

② 災害時のオペレーションのシステム化 

通常、災害時に備えてシステムへのオペレーションを文書としてま

とめておき、万一の際にその文書を見ながら管理者がオペレーション

を実行する。 

それらのオペレーションを事前にシステムに登録しておくことで、

万一の際には、フェールオーバー実行を指示するのみで災対サイトで

本番サイトと同等の環境を再開することができる。このような機能に

より、属人的な作業を削減できるため、万一の際にも人為的なミスを

極力排除することができる。 

 

③ 災害シミュレーション 

物理システムでは、本番環境に影響を与えずに災害シミュレーショ

ンをすることが困難であるため、災害対策を構成したものの、初期フ

ェーズでしかシミュレーションを行わず、長期に渡ってシミュレーシ

ョンを実施しない場合がある。 

一方、仮想化環境であれば、本番環境に悪影響を与えることなくシ

ミュレーションすることが実現できる。したがって、万一に備えた定

期的シミュレーションの実行により、災害時の確認やエビデンスを残

すことが可能となる。 

 

上述のような仮想化技術を活用することで、より安価に、より安全に

災害対策を施すことが可能である。 
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２.２ ストレージの仮想化技術 

（１） ストレージの仮想化アーキテクチャ 

ストレージの仮想化とは、複数のストレージ装置をまたいでいても、

あたかも単一のストレージ装置を利用しているかのように見せる技術で

ある。この技術によって、ストレージ装置の容量増設等が容易に実現可

能になり、拡張性が求められるクラウドシステムにおいては、重要な技

術の一つである。 

さらに、サーバの仮想化技術と併用することにより、柔軟なストレー

ジ運用が可能になる。ストレージ装置として重要なポイントは、接続す

るシステム全体の I/O（入出力）性能や容量を満たすことが可能であり、

拡張性と可用性が担保されている製品を選定すべきである。 

 

（２） クラウドに求められるストレージ管理 

クラウド化された環境では、サーバは仮想化技術により統合され、デ

ータはストレージへ集約される。クラウド環境で頻繁に実行される仮想

マシンのプロビジョニングや、仮想マシンのストレージ間の移行等は多

量の入出力が発生し、他の仮想マシンやサービスの性能、サービスレベ

ルに影響を与えかねない。従って、クラウドにおけるストレージ管理は

大変重要であるため、柔軟性、拡張性及び SLA（Service Level Agr

eement）を考慮する必要がある。 

 

 柔軟性 

仮想マシンが利用するストレージは、コスト効果を高めるため、使用

した容量だけ消費するシンプロビジョニング方式などを選択可能にする

ことが好ましい。また、継続性を担保するため、ストレージ移行の際に

オンラインで仮想マシンを移行出来るような技術を検討する必要がある。 

 

 拡張性 

データは増加していくため、クラウド環境では、容量拡張の要求に管

理者が柔軟に対応出来る運用が求められる。具体的には、仮想マシンに

オンラインで仮想ディスクを追加したり、ハイパーバイザが接続するボ

リュームを拡張出来る必要がある 

 

 SLAの維持 

性能、あるいは容量が一定の閾
しきい

値を越えた場合に、自動的に仮想マ

シンのディスクを別のボリュームへオンライン移行する技術を採用する

ことが望ましい。この技術を採用することにより、システムに対してポ

リシーを定義するだけで、性能及び容量が自動的に管理される。また、

ディスク性能を要求するシステムには I/Oを優先して配分するようなポ
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リシーを定義することで、相乗りするシステム間の I/O競合が無いよう

に自動的に管理する仕組みが求められる。 
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２.３ クラウドを活用したデスクトップ仮想化技術 

クラウドコンピューティングを活用し、効率的な端末管理を実現する

ために、デスクトップ仮想化を導入するという選択肢が考えられる。サー

バ仮想化の基盤となる仮想化技術を活用し、デスクトップ仮想化を実装す

ることで利用者及び運用管理者にとって大きなメリットを享受すること

が可能である。 

具体的には、デスクトップ仮想化を導入することには以下のようなメ

リットが考えられる。 

（１） セキュリティの向上 

データを個々のPC内に置くのではなく、IT部門の管理下にあるデー

タセンター内に集約することで、データ持ち出しのリスクを防ぐことが

できる。また、アクセス端末さえあればどこからでもアクセスできるよ

うになるため、別の拠点オフィスや外出、出張時にノートPC を持ち歩

かずとも、どこからでも同じ環境を利用することが可能になり、セキュ

リティリスクを低減することが可能になる。 

 
図 デスクトップ仮想化のイメージ 

 

（２） 在宅勤務等の新しいワークスタイルへの対応 

さまざまな理由で在宅勤務を行う必要がある場合に、今まではノート

PC やデータを持ち帰る必要があり、セキュリティリスクが非常に高い

状況であった。デスクトップの仮想化をすることにより、自宅からでも

オフィスで仕事をしている際と変わらない状況で業務を行うことができ

るようになる。また、デスクトップの管理において IT部門の担当者だけ

で何とかしてきた、という苦労を解決することができる。つまり、運用

管理負荷を軽減することもできる。 
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その他にも、デスクトップの仮想化により以下のような効果を得るこ

とができると考えられる。 

 

① パッチ適用、アプリケーション配布の簡素化 

② ウィルススキャンによる負荷の軽減 

③ 内部リソースへの高速通信 

④ リソースの再利用性向上 

⑤ クライアント環境の耐障害性向上 

⑥ 利用者デバイスの多様化への対応 
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２.４ ネットワークの仮想化技術 

（１） ネットワーク仮想化の動向 

近年、急速な仮想化技術の発展によって、ネットワークにおける考え

方が変化してきている。従来、ネットワークとサーバは分割して考えら

れおり、調達に関してもそれぞれ分離して実施されてきた。近年のハー

ドウェアや仮想化の進化によって、ネットワークの領域とサーバの領域

との境界があいまいとなりつつある。仮想化を導入したサーバにおいて、

ネットワークの接続が物理的なインターフェースから仮想化レイヤを通

した仮想インターフェースに切り替わることで、ネットワークとサーバ

との接続境界が物理的なネットワーク機器との接続から仮想インターフ

ェース（または仮想スイッチ）との接続へと変化しているためである。 

そのため、これからはネットワークとサーバを分けて考えるのではな

く、一体として考えることが重要となる。また、仮想化技術を用いてク

ラウド環境を構築する際は、技術の新旧ではなく、数年先を見越したア

ーキテクチャに基づいてネットワークが計画・設計・構築・運用される

ことが重要である。 

 

（２） クラウドサービスとネットワーク仮想化技術 

クラウドにおいては、ITサービスを提供するプラットフォームとして

「サービスの迅速な提供」「サービスの継続性」「運用の簡素化」とい

った三つの観点でサービスを提供することが求められている。 

 

サービスの迅速な提供については、トラフィックタイプによって別々

のインフラを用意するのではなく、統一化されたインフラで、使用状況

の変化に応じて使い方が変更できる環境を用意しておくことが重要であ

る。例えば、新たなサーバをサービスとして提供する際に、あらかじめ

準備されているリソースプールからコンピューティングリソースに加え

Network（NIC）及び Storage（FC、iSCSI、NAS）なども含めて迅

速に提供することが可能になる。 

 

サービスの継続性については、例えば災害対策のために最低でも二つ

のデータセンターを用意し、ユーザーはどちらのデータセンターを使っ

ているか意識せず通信できる必要がある。そして、ユーザーに資源の場

所を意識させないためには、メインのデータセンターで稼働しているサ

ーバと、待機系のデータセンターで稼働しているサーバが同じ IPアドレ

スを持ち、災害対策時には最低限の対応で切替えができる機能を持つ高

可用性と、データセンター間の透過性を意識した設計を行う必要がある。 

 

運用の簡素化については、サーバの仮想化時もネットワーク上でのト
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ラブルシューティングが可能であること、運用コストの低減が実現でき

ることが重要である。 

 

以上、三つの観点を実現するクラウドを支えるネットワークの仮想化

技術については、それぞれに最適な適応箇所が存在する。適切に設計・

実装することで、クラウドにおけるネットワークの親和性を最大限に享

受することが可能になり、結果として要件に沿ったクラウドの構築を実

現することができる。 

 


